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１．前期基本計画の評価    

1-1 安心して子どもを産み育てられる環境づくり  

成果指標 策定時 
2023 実

績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

健 康 診 査

（1 歳 6 か

月児、3 歳

児、妊婦、

産婦）の受

診率 

1 歳 6

か月児

97.0% 

3 歳児

99.3% 

妊婦

78.7% 

産婦

94.2% 

1 歳 6

か月児

99.5% 

3 歳児

106.6% 

妊婦

80.2% 

産婦

79.0% 

100% 

１歳６か月児・３歳児健康診査の受診率

は、横ばいとなっており、未受診者に向け

た勧奨を継続する必要がある。産婦健康

検査の受診率の低下は、医師の判断によ

り検査が実施されない場合もあることが要

因の一つと考えられる。妊娠期から子育て

期にわたるまで切れ目なく相談支援を行っ

た。 

妊婦健診の受診率は低

いものの、健康診査自体

はコロナ禍においても受

診率を著しく落とさずに行

えている。待機児童につ

いても対応が行き届き、

「0」を継続できている。 

しかし、これらの取組の満

足度向上には課題が残

る。 

保 育 所 待

機児童数 
0 人 0 人 0 人 

民間こども園の整備補助や公立幼保施設

の再編、保育士の適正配置により、安定的

な教育・保育を提供したことで待機児童０

を継続している。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

1-1-(9) 子育て世帯への経済的支援 

戦略施策として重点的に再設計 

1-1-⑴ 出会い・結婚・出産しやすい環境づくり 

1-1-(2) 母子支援体制の充実 

1-1-(3) 保育サービスの充実と質の向上 

1-1-(4) 教育・保育施設の適正化 

1-1-(5) 幼児教育の充実と質の向上 

1-1-(6) 子育ての相談体制の充実 

1-1-(7) 子育て支援・応援体制の充実 

1-1-(8) 放課後の居場所づくりの推進 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

 

 

  

評価 戦略施策として重点的に再設計（目指す成果が得られるように戦略施策として再構築） 
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１-２ 次代を担う子どもの教育の推進    

  

成果指標 

策

定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

将来の夢や

目標を持っ

ている児童・

生徒の割合 

小

学

生

83% 

中

学

生

73% 

小学

生

83.2% 

中学

生

65.3% 

小学

生

90% 

中学

生

80% 

将来の夢や目標を持っている

児童・生徒の割合は、小学生は

横ばい、中学生は減少してい

る。多様な人と交流したり、通常

の授業では出会わない芸術や

文化に触れたりする機会を設け

たことで、豊かな人間性を育む

ことにはつながったが、夢や希

望を持つ児童の増加にはつな

がらなかった。 

夢や目標を持っている中学生が減少し

ている。人や地域と関わりながら、住み

やすい社会を作るために自ら行動して

いる児童・生徒の割合は、増加傾向で

あるといえない状況である。児童・生徒

が夢や希望を持つよう、事業規模に見

合った取組は行われているが、効果に

結びついていないと考える。将来の夢

や目標を考える機会について、改めて

検討し、取組の強化が必要である。 

学校と地域との連携については、一定

の効果が出ている。 

人や地域と

関 わ り な が

ら 、 住 み や

すい社会を

作 る た め に

自 ら 行 動 し

ようとしてい

る 児 童 ・ 生

徒の割合 

小

学

生

57% 

中

学

生

47% 

小学

生

79.8% 

中学

生

62.4% 

小学

生

75% 

中学

生

80% 

学校と地域が協働して子どもを

育む体制を構築し、活動の広

がりを持たせたことで、人や地

域と関わりながら、住みやすい

社会を作るために自ら行動しよ

うとしている児童・生徒の割合

は小学生、中学生共に増加傾

向となっている。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

1-2-(1) 豊かな人間性、生きる力の育成 

1-2-(2) 健やかな成長の推進 

1-2-(3) ひとりひとりを大切にする教育の推進 

1-2-(4) 学校の教育力の向上 

1-2-(5) 時代に即した学校環境整備の充実 

1-2-(6) 地域とともにある学校づくり 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

 

 

  

※空白の枠は今後コメントを入れます。 
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１-３ ライフステージに合わせた生涯学習の充実     

成果指標 
策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

過去１年

間に生涯

学習活動

をしたこと

がある人

の割合 

27.3% 18.7% 50% 生涯にわたる学習

活動の支援に取り

組んでいるが、生

涯学習活動をした

ことがある人の割合

は 減 少 傾 向 に あ

る。 

過去 1 年間に生涯学習活動をしたことがある人の割

合は目標値を大きく下回っているが、生涯学習センタ

ーでの教養講座、情報誌の発行などは着実に実施さ

れている。生涯学習活動参加者の分布（男女別年齢

層別）を分析し改善するとともに、広報ターゲットを明

確にすることが数値の向上につながると考える。ま

た、講座内容の充実が望まれる。 

青少年育成関係団体の育成者の減少への対策は課

題である。 

青少年育

成関係団

体に所属

する育成

者の人数 

786

人 

539

人 

1,000

人 
青少年育成関係団

体に所属する育成

者の人数は伸び悩

んでおり、人材育

成をさらに推進して

いく必要がある。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

1-3-(2) 学習機会の充実 

1-3-(5) 育成主体への支援 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

1-3-(1) 学習環境の充実 

1-3-(3) 公民館活動の充実 

1-3-(4) 青少年の育成支援 
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１-４ こころとからだの健康づくりの推進     

成果指標 
策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

自 分 の 健 康

状態が健康で

あ る と 答 え る

人の割合 

75.3% 65.6% 80% 

自分の健康状態が健康であると答える人の

割合は減少しており、64 歳以下の働く世代

に対する直接的なアプローチ不足が課題と

なっている。 

各種健康づくりに関す

る施策は一定の効果

が感じられる。 

定期予防接種の働き

かけは、健康づくりの

満足度の上昇につな

がっている。 

健康づくりの

支 援 の 満 足

度 

21.3% 33.3% 25% 

健康づくりの支援の満足度は上がっており、

健康相談窓口の充実や定期予防接種に関

する知識の普及と接種勧奨の実施の取組等

の効果があったと考えられる。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

1-4-(1) 健康意識の啓発 

1-4-(2) 健康づくりプログラムの充実 

1-4-(3) 疾病予防・重症化予防の推進 

1-4-(4) 市民参加の体制づくり 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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１-５ スポーツ・文化・芸術に親しむ環境づくり     

成果指標 策定時 
2023 実

績 

2025 目

標 
進捗について 評価委員会評価 

週 1 回以

上 の 運 動

習 慣 の あ

る 市 民 の

割合 

49.7% 53.6% 65% 

各地区でスポーツ教室など

を開催しているが、参加者の

少ない地域もあり、週 1 回以

上の運動習慣のある市民の

割合は伸び悩んでいる。 

コロナ禍の影響で市民活動が制限

され、目標設定の見直しが必要だ

が、他自治体においても目標値の

設定の妥当性に悩みを抱えている

中、裾野市では図書館の利用が増

える傾向が見られた。市民の文化の

意識の高さを表しており、今後も図

書サービスの充実が求められる。 

市民文化センター大ホールが利用

できず、市民の文化に触れる機会

が減少する中、代替するソフト施策

を講じることで文化活動機会を創出

してきたことは、高く評価できる。こ

れらの施策の効果は良い結果につ

ながっていると考える。 

図 書 館 の

入館者数 

125,670

人 

104,505

人 

130,000

人 

図書館の入館者数は、新型

の影響もあり減少したが、魅

力ある書架づくりやイベント

等の実施により、回復傾向

にある。 

市 民 文 化

センターの

利用者数 

192,193

人 

82,610

人 

202,000

人 

市民文化センターは大ホー

ルが使用できない状況が続

いたことで、大幅に利用者数

が減少したが、指定管理者

による文化事業や文化協会

と連携した市民芸術祭など

により、市民が文化活動に

触れる機会を持った。 

 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

1-5-(1) 生涯スポーツの推進 

1-5-(2) スポーツ関連施設の整備・充実 

1-5-(3) 文化財の保存・活用 

1-5-(4) 文化活動の振興 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

1-5-(5) 図書館サービスの充実 
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１-６ 多様性を尊重した共生社会の形成     

成果指標 
策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

性別にかかわり

なく個性と能力を

発揮できる機会

が確保されてい

ると思う市民の割

合 

12.3% 13.8% 30% 

性別にかかわりなく個性と能力を発

揮できる機会が確保されていると思う

市民の割合は、策定時より増加して

いるものの令和５年度は４年度と比較

すると大きく減少した。 

LGBTQ の方に対する理解を含める

ための職業講話や男女共同参画推

進講座の取組が不足していた。 

多様性を考慮した活動を進

めているが、多様性の概念

が狭いと感じる。今後は、障

がいのある方やお年寄りに

対する配慮も必要である。  

 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

1-6-(1) 男女共同参画の推進 

1-6-(2) 多文化共生の推進 
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２-１ 企業誘致・定着の推進     

  

成果指

標 

策

定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

企 業 立

地・誘致

に向けた

事 業 用

地 の 創

出 

0ha 0ha 20ha 

開発行為等の手引きを

一部改正するなどし、

庁内連携・情報共有を

行い、土地利用調整に

努めたが、事業用地の

創 出 に は 至 っ て い な

い。 

企業立地・誘致に向けた事業用地について、策定

時から創出できておらず、2025 年度に 20ha とする

のは難しいと考える。事業用地が創出されていない

ため、市民所得額増加につなげることができていな

い。事業用地の創出は容易にできるものではない

が、結果につなげるための制度・運用の整備は継続

して必要となる。  

工場立地法に基づく申請ができるよう、企業への細

やかなサポートができており、工場立地法の届出件

数は、目標に近い水準で推移しており良好である。  

市長のトップセールスも成果を上げていると考えら

れるが、地域のポテンシャルを考えると、さらなる企

業誘致が期待される。  

工 場 立

地 法 の

届 出 件

数 

６件

/年 

４件/

年 

５件/

年 

特別職による企業訪問

により、企業が求める立

地条件等を把握し本市

の立地環境等をPRした

ことで、企業の立地に

つながった。 

令和５年度に実施した

工場立地適地調査で

選定した候補内につい

て、事業化に向けた調

整を図る必要がある。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

2-1-(1) 企業誘致の推進 

2-1-(2) 企業の定着促進 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

 

 

 

 

評価 戦略施策として重点的に再設計（目指す成果が得られるように戦略施策として再構築） 
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２-２ 新たな価値を創出する産業基盤づくり     

  

成果指標 

策

定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

相談窓口による

サポートを受けた

事業者の売上増

減割合の平均値 

－ 30.0% 30%増 

相談窓口によるサポートを受けた

事業者の売上は、増加した。商

工会と連携し、効果的に周知して

いく必要がある。 

相談窓口によるサポートを受け

た事業者の売上増減割合は目

標を達成しており、市民所得額

の増加につながることを期待す

る。  

創業件数が少ないため、今後は

裾野市を選んでもらう仕掛けが

必要である。  
創業件数 

13

件/

年 

２件/

年 

10 件

/年 

裾野市創業支援等事業計画を

策定し、国から認定を受けて取り

組んでいるが、創業件数の増加

に結び付いていない現状であ

る。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

2-2-(1) 創業・起業しやすい環境づくり 

2-2-(2) 産業連携の推進 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

 

 

  

評価 戦略施策として重点的に再設計（目指す成果が得られるように戦略施策として再構築） 
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２-３ 商工業の活性化の支援     

 

成果指

標 

策

定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

中 小 企

業 支 援

に お け

る 市 の

制 度 認

定件数 

60

件 
52 件 50 件 

新型コロナウイルス感染

症が終息したことで経済

活動が再開し、認定件数

は増加傾向となった。 

事業者への利子補給・補

助制度をはじめとした金

銭的給付や商工会を介し

た相談事業により支援を

行っている。 

商工会を介しての事業相談や各種補助制度の周

知など細やかに行えている。  

経済産業省が公開しているキャッシュレス決済比

率は 2023 年度 39.3％であり、年々増加傾向にあ

る。観光交流客数増加を見込み、キャッシュレス決

済対応店舗が増加することが望ましいが、来店者

の減少等により商店街自体の継続が厳しい状況も

ある中で、一定の成果は出ていると考える。  

今後はロケ地巡りなど、裾野の魅力を活用した商

工業活性化策が求められる。  商 店 街

のキャッ

シュレス

決 済 対

応 店 舗

割合 

16% 39.3% 60% 

令和３年度に国の交付金

を活用した電子決済のポ

イントバックキャンペーン

を行い、対応店舗が増加

したが、それ以降伸び悩

んでいる状況である。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

2-3-(3) 勤労者福祉環境の充実 

戦略施策として重点的に再設計 

2-3-(1) 中小企業・団体等の支援体制の構築・育成

支援 

2-3-(2) 商店街の活性化 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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２-４ 特色を活かした農林業の振興     

 

成果指

標 
策定時 

2023 実

績 

2025 目

標 
進捗について 評価委員会評価 

認 定 農

業 者 数

（ 認 定

新 規 就

農 者 を

含む） 

29 人 32 人 32 人 

認定農業者数は維持して

いる。就農希望者、認定

農業者からの相談に対し

て、県東部農林事務所や

JA と連携して相談に応じ

ている。今後、農業者の

高齢化による担い手不足

が懸念される。 

そば、キヌアなどの新規栽培に着手して

おり、新たな取組を行っている点は評価

できる。そばの作付面積と収量は安定し

ているため、今後の課題は六次産業化

にどれだけつなげられるかという点にあ

る。広報活動の強化が求められ、市のイ

ベントでの活用や既存の特産品・製品

のアピール、歴史を伝えることなどの工

夫が有効と考えられる。 

戦 略 作

物 、 特

産 作 物

の 作 付

面積 

20.1ha 15.9ha 25ha 

そばの作付面積・収量等

の生産状況は安定してい

るが、キヌアは令和５年度

をもって試験栽培等への

市の直接的な支援が終

了した。そばは特産品とし

ての PR が課題となってい

る。 

間 伐 の

実 施 面

積 

79.17ha 152.60ha 150.00ha 

目標を上回る間伐を行っ

ているが、未整備森林は

依然として多く、安定的・

継続的に森林整備を行

い、森林の有する多面的

機能を総合的かつ高度

に発揮させ、健全な森林

資源を維持造成する必要

がある。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計  

2-4-(2) 後継者の確保と支援 

2-4-(3) 特産化、六次産業化の推進 

2-4-(4) 農業を振興する地域を確保するため

の適切な制度運用 

2-4-(5) 森林資源の有効活用 

2-4-(6) 有害鳥獣対策の推進 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

2-4-(1) 営農環境改善のための基盤整備 
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２-５ 地域が潤う観光まちづくりの推進   

  

  

成果

指標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

観 光

レクリ

エ ー

シ ョ

ン 客

数 

1,876

千人 

1,159

千人 

2,200

千人 

新型コロナウイルス感染症の流行以降減少し

たが、コロナ禍でも観光協会や富士山裾野ガ

イド協会、近隣市町と連携し、事業を継続して

交流人口の拡大と市の PR を図るとともに観光

施設の魅力向上を図る事業等を行ったことで、

観光レクリエーション客数は回復傾向にあり、

市内宿泊客数は増加し目標を上回っている。 

観光レクリエーション客数は

コロナ禍の影響で目標達成

率 50％と伸び悩んでいる

が、観光レクリエーション客

数及び市内宿泊客数のいず

れも増加傾向にあり、取組の

効果が見られる。 市 内

宿 泊

客数 

160

千人 

199

千人 

165

千人 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

2-5-(1) 地域資源の再創造による交流人口の

拡大 

2-5-(2) 観光推進体制及び基盤の構築 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

 

  

評価 戦略施策として重点的に再設計（目指す成果が得られるように戦略施策として再構築） 
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２-６ 富士山麓の魅力を活かしたスポーツツーリズムの推進     

成果指

標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

ス ポ ー

ツ 合 宿

誘 致 延

べ 宿 泊

者数 

1,513

人 

3,495

人 

2,000

人 

スポーツツーリズム推進協議会や地域お

こし協力隊と連携を図り、合宿等の誘致

活動に努め、目標を上回る宿泊者を受

け入れている。 

準高地トレーニングの誘致など

具体的な成果が見られる一方

で、御殿場市や小山町と比較す

ると内容の充実度で劣る点が課

題として挙げられる。 

市内ではサイクリングロードやバ

イシクルピットなど走行環境の整

備が進められているが、地域の

クラブと連携したイベントの実施

とその定着化が必要である。 

ス ポ ー

ツ イ ベ

ン ト 参

加者数 

3,014

人 

2,182

人 

3,300

人 

新型コロナウイルス感染症の影響により

大幅に減少したが、順調に回復してきて

いる。スポーツイベントを充実させ、市外

からの来訪者数を増やしたい一方で、体

制構築（人員不足）が課題となっている。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

2-6-(1) スポーツ合宿の誘致 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

2-6-(2) 東京 2020 オリンピック自転車競技ロ

ードレースレガシー創出に係る取組の推進 

改善対象として段階的に検証 
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３-１ 企業誘致・定着の推進     

 

成果指

標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

安全・安

心 で 快

適な住環

境 に 対

する市民

満足度 

43.5% 46.1% 50% 

市民の健康や生活環境を害する恐れのある環

境問題や通報・相談に対し、速やかに現地調

査を行い、改善措置が必要な場合は、関係機

関と連携して対応した。住環境に対する市民

満足度は向上している。 

安全・安心で快適な住環

境に対する満足度は、目

標値達成には至っていな

いが向上しており、成果

は評価できる。 

ごみ排出量については目

標を達成し高く評価できる

が、資源リサイクルによる

収入とごみ処理費用の支

出の相殺、１人あたりの費

用の周知が不足している

と考える。 

カーボンニュートラルシテ

ィ実現に向けた次世代自

動車普及による効果は、

十分発揮されたと考える。 

SDGs については、小学

校段階からの具体的な取

組が必要である。 

市民 1 人

1 日当た

り の ご み

排出量 

795ｇ

／ 

人、

日 

750.5

ｇ／ 

人、

日 

771.4

ｇ／ 

人、

日 

ごみの減量化や適切な分別の必要性を周知

し、市民１人１日当たりのごみの排出量は、

年々減少させることができた。ペットボトルの水

平リサイクルや民間企業との連携によるごみの

リユース事業を実現させ、6R を推進した。更な

る排出量の削減のため、早期に製品プラスチッ

ク、食品ロス対策の体制を構築することが課題

である。 

次 世 代

自 動 車

普及率 

10.9% 15.0% 20.0% 

カーボンニュートラルシティ宣言を契機に次世

代自動車の購入に対する補助金を令和４年度

に開始し、普及率にわずかな伸びが見られた

が、国に類似の補助金があることから５年度を

もって終了し、今後は地球温暖化の抑制につ

ながる行動変容を促す取組み行うこととした。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

3-1-(1) 環境満足度の向上に向けた取組の

推進 

3-1-(2) ごみ減量と６Ｒの推進 

3-1-(4) 浄化槽の適正管理と河川・地下水質

の保全 

3-1-(5) 環境施設の更新整備・延命化 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

3-1-(3) 地球温暖化対策の推進 

3-1-(6) 地域循環共生圏の構築 
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３-２ 災害に強くしなやかな地域社会の形成     

 

成果指標 
策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

家 庭 の 防

災 備 蓄 率

（水・食料

７ 日 分 及

び 8 日分

以上） 

8.1% 5.5% 20% 

全国的に大規模災害が頻

発する中、防災備蓄率が

減少している。防災意識

向上のための PR、勉強

会、講演会等を実施して

いるものの、備蓄率向上

に対しては効果が表れて

いない。 

地域の防災対策は評価できるものの、家庭

の防災備蓄率が低いことから防災意識が

向上していないと考えられる。意識向上の

ためのさらなる工夫が必要で、特に賃貸住

宅の居住者など、防災意識が低い層への

対策が求められる。豪雨などを想定した洪

水対策は進められたが、具体的な物理的

整備が今後の課題である。 

自 分 が 行

く避難所と

避 難 方 法

の認知率 

84.3% 81.1% 93% 

避難所と避難方法の認知

率は伸び悩んでいる。周

知に課題がある。 

老朽化した防災倉庫の更

新や資機材の管理・更新

が課題となっている。 

地 域 防 災

訓 練 へ の

参加者数 

14,129

人 

9,582

人 

18,800

人 

新型コロナウイルス感染

症の流行後参加者数が大

きく減少し回復していな

い。「共助」の核となる自

主防災組織の役員のなり

手不足や区に入っていな

い住民への対応が課題で

ある。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

3-2-(2) 実践的な防災訓練の実施 

3-2-(3) 河川の整備 

3-2-(4) 洪水や土砂崩れの危険個所の把握・

整備の要望 

3-2-(5) 森林の多面的機能の保全 

戦略施策として重点的に再設計 

3-2-(1) 防災力・減災力の強化 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

3-2-(6) 東富士演習場関連の環境整備 

改善対象として段階的に検証 
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３-３ 安全な生活と交通の確保     

成果

指標 

策

定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

犯 罪

発 生

件数 

20

5

件 

183

件 

170

件 

令和４年度までは目標値を下回

っていたものの、増加している状

況。令和５年度は防犯灯の LED

化と新設（一部防犯カメラ付き）を

行い、防犯体制の充実を図った。 

防犯、安全対策は幅広く行われている。しか

し、裾野市の交通事故発生件数は目標値を下

回っているものの、2021 年度から 2023 年度に

かけて大幅な増加傾向にあり、増加率は全国

平均を大きく上回っている。交通事故の状況は

以前より改善されているが、この増加率は裾野

市特有の問題であることを認識し、高齢者対

策、地域対策、自転車対策など、より詳細な分

析に基づいた交通安全対策を交通管理者と連

携して講じることが喫緊の課題である。通学路

を中心とした危険箇所の安全対策は十分とは

言えず、交通安全対策が望まれる。 

交 通

事 故

発 生

件数 

25

2

件 

186

件 

220

件 

交通指導委員会と連携した交通

安全対策、カーブミラーの維持修

繕、複数部署連携による通学路

の安全対策などを行ってきたが、

交通事故発生件数は増加傾向に

ある。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

3-3-(1) 防犯体制の充実 

3-3-(2) 消費者支援の充実 

3-3-(3) 交通安全体制の充実 

戦略施策として重点的に再設計 

 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

3-3-(4) 歩道や通学路の安全対策 

改善対象として段階的に検証 

3-3-(5) 被害者等の救済 
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３-４ 安心して暮らせる地域医療体制     

成果

指標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

身 近

に か

かりつ

け 医

がいる

人 の

割合 

63.9% 39.6% 65% 

市民の半数以上が身近にか

かりつけ医がいない状態が

続いている。令和５年３月に

須山診療所が閉所したこと

で、須山地区の住民にとっ

て身近な医療機関がなくな

っている。 

医療に関する取組は充実しているが、今後は

医療従事者の定着に向けた対策を講じること

が重要である。市民の半数以上がかかりつけ

医を持たない現状や、須山診療所の閉所によ

る影響を踏まえ、具体的な対策が必要である。

また、国民健康保険特定健康検査受診率が目

標値を大きく下回っていることから、受診率向

上に向けた取組を強化する必要がある。 
国 民

健 康

保 険

特 定

健 康

診 査

受 診

率 

44% 44.6% 60% 

受診率は横ばいとなってい

る。国民健康保険制度にお

いて市が担う事務であり、法

令等に基づき実施している。

被保険者の健康増進や医

療費の抑制を目指した、より

効率的で効果的な実施が求

められている。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

3-4-(2) 国民健康保険事業の運営・充実 

3-4-(3) 後期高齢者医療保険の制度や事業

の運営・充実 

 

戦略施策として重点的に再設計 

3-4-(1) 休日夜間等救急医療体制の継続 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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３-５ 地域で支え合う福祉の充実     

成果指

標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

75 歳以

上 の 介

護 認 定

率 （ 介

護 ・ 支

援） 

24.6% 23.7% 25% 

介護認定率は令和５年度時点で策定時より減少

している。医療関係者や介護サービス事業者等

の協力により、現場の意見を反映した福祉が推

進できた。 

高齢化率に対し介護認

定率が上昇していない

のはよい状況である。支

援を受けずに生涯生活

できる環境整備と情報

発 信 の 継 続 が 望 ま れ

る。 

地 域 ふ

れ あ い

塾 の 参

加人数 

6,088

人 

7,549

人 

6,650

人 

新型コロナウイルス感染症の流行後、大きく減少

したが回復し、目標を達成している。地域ふれあ

い塾の活動支援のほか、シルバー生きがい教室

の開催や裾野シニアクラブの活動支援、シルバ

ー人材センターの活動支援が高齢者の生きが

いづくり、外出機会・交流機会の創出等に効果

が出ている。 

障 が い

者 の 雇

用率 

2.24% 2.91% 

法定

雇用

率 

雇用率は向上している。障がいのある方が自立

した生活を行うため、就労を促進し、定着するた

めの支援を行った。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

3-5-(5) 国民年金事業の運営・充実 

3-5-(6) 介護保険事業の運営・充実 

戦略施策として重点的に再設計 

3-5-(1) 地域や医療との連携による切れ目の

ない福祉の推進 

3-5-(2) 地域福祉活動の推進 

3-5-(3) 高齢者の活動的な暮らしの支援 

3-5-(4) 福祉サービスの充実 

3-5-(7) 障がい福祉サービスの充実 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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４-１ 次世代型近未来都市の形成     

 

成果指

標 

策

定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

先 進 技

術 を 活

用 し た

実 証 実

験 数

（累計） 

0

件 
17 件 10 件 

スマート道路灯や AI

橋梁点検、交通安全

EBPMなどの先進技術

を活用した実証実験を

実施し、実証実験数

（累計）は目標値を上

回っている。 

先進技術を活用した実証実験数（累計）は目標を達成し

ているが、具体的な内容が分かりにくいため、具体的な

成果が感じられない。 

裾野市で「交通安全 EBPM（Evidence-Based Policy 

Making）支援サービス」が全国で初めて導入された点は

高く評価できる。施策の柱 3－3「安全な生活と交通の確

保」における交通事故の発生件数とリンクした、交通安

全施策に対する効果検証や、新たな危険度の評価等、

まちづくりへの活用が可能か否か、一過性のプロジェク

トではなく、継続的なマネジメントができるシステムか否

かの検証が不可欠である。今後、ウーブン・シティが開

所していく中、その効果を市全域に波及させる意味でも

暮らしと直結したシステムインフラとしての運用方策を今

後の計画に組み込んでいくべきと考える。 

規 制 の

特 例 措

置 提 案

件 数

（累計） 

0

件 
0 件 10 件 

規制の特例措置提案

件数（累計）は 0 件とな

っている。規制緩和の

提案をするまでの取り

組みがなかったため、

国への要望は行わな

かった。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

4-1-(1) ウーブン・シティと連携したコンパクト

シティ・プラス・ネットワークの推進 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

4-1-(2) 計画的土地利用の推進 

4-1-(3) 規制緩和の検討・要望 

 

 後期基本計画への反映の考え 

戦略施策として重点的に再設計（目指す成果が得られるように戦略施策と再構築） 
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４-２ 駅周辺等の拠点づくりと多様な世代の交流の促進    

  

成果指

標 
策定時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

都 市 機

能 誘 導

施 設 の

充足率 

裾野駅

周辺

71% 

岩波駅

周辺

25% 

裾野駅

周辺

71% 

岩波駅

周辺

25% 

裾野駅

周辺

71% 

岩波駅

周辺

25% 

都市機能誘導施設の充足

率は策定時と目標値の値が

同じであり、実績も変動して

いない。 

駅の利用状況は大企業の動向（通勤客

数）に左右されるため、駅周辺の拠点づ

くりと居住誘導の効果的な方法を検討す

る必要がある。 

地籍調査が進み、立地適正化の素地が

作られているが、都市機能誘導施設の充

足率と人口密度の上昇にまで結びつい

ていない。深良地区を含め、都市機能と

居住の誘導を加速させることが重要であ

る。 

居 住 誘

導 区 域

内 の 人

口密度 

53.10

人／ha 

50.70

人／ha 

53.66

人／ha 

居住誘導区域内の人口密

度は減少傾向にある。裾野

駅周辺や岩波駅周辺の整

備事業を行っているが、効

果が数値に表れていない。 

裾 野

駅 ・ 岩

波 駅 利

用者数 

171 万

人／年 

131 万

人／年 

177 万

人／年 

裾野駅・岩波駅の利用者数

は 2021 年度に大きく減少し

てからほぼ横ばいとなってい

る。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

4-2-(4) 市街地の低・未利用地の活用 

戦略施策として重点的に再設計 

4-2-(2) JR 岩波駅・東名裾野 IC 周辺整備の

推進 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

4-2-(1) JR 裾野駅周辺整備等の推進 

改善対象として段階的に検証 

4-2-(3) 深良新市街地整備の推進 
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４-３ 良好な景観と良質な住環境の形成     

成果指

標 

策定

時 
2023 実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

屋外広

告物許

可の更

新率 

94.1% 100% 100% 

屋外広告物許可の更新率

は目標を達成している。更

新期限の２か月前に更新

手続きを促すことが効果に

つながった。 

人口１人当たりの都市公園の面積は、

静岡県内の 23 市中 22 位と低く、目標

自体が県内平均値より約３㎡も少ない

状況にある。数値上は一定の効果が出

ているが、実質効果が薄いと思う。公園

がどの程度利用されているかなどの現

状の把握が必要である。 

また、屋外広告物が良好な景観に則し

ているか数値だけでなく内容の確認が

必要である。 

人口 1

人当た

り の 都

市公園

の整備

面積 

4.28

㎡／

人 

4.55 ㎡／人 

5.17

㎡／

人 

人口1人当たりの都市公園

の面積は、ミライエート御宿

公園を整備したことにより

増加したが目標値には届

いていない。 

住宅の

耐震化

率 

91.5% 

令和５年住

宅・土地統計

調査の確報

値が公表さ

れ次第確定

する。 

95% 

木造住宅耐震補強助成事

業を行い、耐震化を促進し

ている。令和７年度末の耐

震化率 95%の達成に向け、

今後は支援制度の終了時

期を見据えた周知啓発を

徹底する。 

戸建て

の 空 き

家数 

763

戸 

令和５年住

宅・土地統計

調査の確報

値が公表さ

れ次第確定

する。 

1,080

戸 

未満 

増加する空き家の実態把

握と所有者への情報提供・

啓発等を行うとともに、管理

が不適切な空き家につい

ては指導している。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

4-3-(2) 公園・緑地の整備及び維持管理 

戦略施策として重点的に再設計 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

4-3-(3) 安全で良質な住宅ストックの形成 

4-3-(4) 市営住宅の整備、維持管理 

改善対象として段階的に検証 
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４-４ 誰もが移動しやすい交通環境の整備     

成果

指標 

策

定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

「 バ ス

路 線

や 便

数 」 の

満 足

度 

4.7% 6.3% 17% 

バス路線への補助やバス・タクシー

券の利用改善を行った。令和３年

度自主運行バスの廃止に伴いネッ

トワーク維持のため地域旅客運送

サービス継続事業により市内循環

線を実施しているが「バス路線や便

数」の満足度は目標に届いていな

い｡ 

バス路線や便数への満足度が非常に低

い現状に対し、公共交通は個々のニーズ

に応えにくい側面があるため、タクシーの

ような小型移動手段の拡充による満足度

向５上が求められる。また、交通インフラは

収益性が低いことから、市は他の財源を交

通インフラに充当する必要があると考え

る。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

4-4-(1) 公共交通網の維持・確保 

4-4-(2) 新たな公共交通システムの検討・導

入 

4-4-(3) 市民・公共交通事業者との調整 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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４-５ 利便性の高い道路網の整備・保全     

成果指標 
策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

都 市 計 画

道 路 （ 延

長）の改良

及 び 概 成

率 

81.9% 83.1% 82.4% 

令和３年度に平松深良線公文

名工区と滝頭工区の開通・供

用開始により、「都市計画道路

（延長）の改良及び既成率」は

目標値を上回っている。 

当初計画に基づき成果が表れている

一方で、都市計画道路は目標値を上

回っているものの、使える道路として

はまだ遅れをとっている状態である。

他の点検や修繕については成果が

出ている。 

引き続き、計画に基づいた推進が期

待される。 

道 路 橋 定

期 点 検 実

施率 

100% 61.6% 100% 

「道路橋定期点検実施率」は５

年間で 100％の実施に向け順

調に進んでいる。 

道 路 橋 補

修件数 
49 橋 ８橋 23 橋 

優先順位を決めて補修を進め

ている。今後、定期点検により

措置が必要とされている橋の

補修を行う必要がある。 

道 路 照 明

灯 補 修 件

数（LED 化

を含む） 

56 基 

(2024

～

2019) 

57 基 30 基 

「道路照明灯補修件数（LED

化を含む）」は目標値を上回っ

ている。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

4-5-(2) 主要幹線道路の整備 

4-5-(4) 道路の管理・維持補修 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

4-5-(1) 広域幹線道路の整備 

4-5-(5) 踏切道の改良 

改善対象として段階的に検証 

4-5-(3) 生活道路の整備 
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４-６ 豊かで良質な水道水の安定供給     

成果指標 策定時 2023 実績 
2025 目

標 
進捗について 評価委員会評価 

経常収支比率 142.6% 140.7% 130% 

人口減少に伴い経常

収支の柱である給水収

益の減少は続いた。水

道庁舎の移転及び資

産台帳における除却会

計処理に伴う関連収益

の増加により、一時的

な経常収支比率の増加

となり、目標には届いて

いない。 

着実に対応を進めてい

る。水道は重要なインフ

ラなため、引き続き、計

画に基づいた推進が期

待される。 

管路の耐震化適

合率 
76.8% 83.7% 80% 

老朽管を中心に耐震管

へ布設替えを実施して

いることから、目標値を

上回っている。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

4-6-(1) 上水道施設の更新 

4-6-(2) 水道事業経営の健全化 

4-6-(3) 簡易水道施設の更新 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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４-７ 衛生的で快適な下水道の整備・保全     

成果指標 策定時 2023 実績 
2025 目

標 
進捗について 評価委員会評価 

経費回収率 58.3% 85.95% 73% 

令和２年度末に下水道

使用料の改定を行った

結果、経費回収率が目

標値を上回った。 

下水道整備は計画によ

り決定されているが、費

用に見合う効果が得ら

れるか、改めて検討す

る必要がある。 

汚水処理普及率 79.9% 82.0% 86.3% 

老朽管を中心に耐震管

へ布設替えを実施して

おり、目標値に近づい

ている。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

4-7-(1) 下水道の整備と保全 

4-7-(2) 安定的な使用料収入の確保 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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５-１ 市民自治によるコミュニティ活動の促進     

成果指標 策定時 2023 実績 
2025 目

標 
進捗について 評価委員会評価 

地 域 や 団 体 な ど

の活動の満足度 
15.7% 31.5% 30% 

地域や団体などの活動

の満足度は、策定時と

比べ 2023 年度に大きく

増加した。補助金交付

などの助成制度による

区や各種団体の活動

内容の広報活動に努め

るなどの支援を行った。 

自治会加入率の若干

の低下が見られるもの

の、活動の成果が出て

いると考える。自治会が

地域社会においてどの

ような役割を担っている

のか、また市と市民をつ

なぐ役割について周知

する必要がある。 

自治会加入率 85.4% 84.6% 
80%以

上 

自治体の加入率は策

定時と比較し若干減少

している（0.8 ポイント）

が目標の 80％以上の

数値となっている。引き

続き区への活動支援に

より加入率を維持する

必要がある。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

5-1-(1) 自治会等との連携推進と活動支援 

戦略施策として重点的に再設計 

 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

5-1-(2) コミュニティ活動の環境整備 

5-1-(3) 協働に対する行政職員の意識改革 
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５-２ すそのの魅力を高めるシティプロモーションの推進    

成果指

標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

地域（す

その）が

好きだと

思 う 市

民 の 割

合 

62.6% 45.0% 70% 

フィルムコミッション事業や

“すそのん”を活用した事業

によりシティプロモーションの

強化・充実に取り組んだが、

地域（すその）が好きだと思う

市民の割合は、策定時と比

べ減少傾向にある。 

裾野市を離れて時間が経つに連れて、地域

への愛着が薄れてしまうのではないかという

強い危機感を持ち、単なるシティプロモーシ

ョンに留まらず、市民が『住みやすさ』を実感

できるような具体的な施策に力を入れる必

要があると考える。裾野市の高いポテンシャ

ルの積極的なアピールが課題である。 

新 聞 社

の 市 関

連 記 事

掲 載 件

数 

2,459

件 

1,537

件 

3,000

件 

令和５年 12 月に１社が廃刊と

なったことの影響はあるが、

新聞社の市関連記事掲載件

数は 2023 年度に大きく減少

している。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

5-2-(1) シティプロモーションの強化・充実 

5-2-(3) ふるさと納税の推進 

5-2-(4) 情報発信の強化 

5-2-(5) 市民意見の市政への反映 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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５-３ 市民サービスの向上を目指すスマート自治体の推進    

成果指

標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

マ イ ナ

ン バ ー

カ ー ド

の交付

率 

17.2% 86.5% 90% 

マイナンバーの交付率は目標

率に向けて大きく増加している。

マイナポイントの支援や出生申

請の活動が申請率の向上につ

ながった。 

マイナンバーカードの普及は進んでいるも

のの、実際の活用状況が課題として残る。

SNS を活用した情報発信は引き続き行い、

ICT 利用促進につなげることが重要であ

る。 

ICT 化やオープンデータの公開など、情報

インフラのプラットフォーム構築・運用にお

いて一定の成果を上げており、市民満足

度向上につながっていると考える。しかし、

今後は市民サービスの ICT 化による恩恵

を市民がどれほど受けているかという視点

が必要である。 

ICT 化

に よ る

業務改

善件数 

0 件 12 件 10 件 

個人端末の業務利用（BYOD）

環境の構築やビジネスチャットツ

ール（Teams）の導入、リモートワ

ーク環境の構築など、ICT 化に

よる業務改善件数は目標値を

上回った。 

オープ

ン デ ー

タ 公 開

件数 

173

件 

201

件 

200

件 

静岡県の示す標準 14 データセ

ットの開放も完了し、オープンデ

ータ公開件数は、目標値を上回

った。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

5-3-(2) 各施策への ICT 導入の推進 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

5-3-(1) データ利活用の推進 

5-3-(3) 情報基盤の構築・運用 

改善対象として段階的に検証 
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５-４ 公共施設等マネジメントの推進    

成果指標 
策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

公 共 建 築

物 の 総 資

産量（公共

施 設 の 延

床面積） 

15.5

万㎡ 

15.2

万㎡ 

14.7

万㎡ 

公共建築物の総資産量（公共

施設の延床面積）は 2021 年度

から変わっていない。令和５年

３月に学校教育施設再編基本

計画により小中学校の再編計

画を示した。 

施設の老朽化や少子化の状況を踏まえ、

「防災・コミュニティ」の拠点となる施設から

優先的に改修を行い、利用率の低い施設

は統合・廃止を進める必要がある。効率化

のみならず、利用者の立場に立った小・中

学校の再編計画が望まれる。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

5-4-(1) 公共施設等の計画的な管理・最適化 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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５-５ 持続可能な行財政運営の推進  

  

成果指標 策定時 2023 実績 
2025 目

標 
進捗について 評価委員会評価 

将来負担比率 43.4% 22.3% 50% 

将来負担額地方債の

現在高の減少や標準

財政規模の増加により

将来負担比率は減少

傾向にある。 

人と企業に選ばれるま

ちを実現し、市の税収

を上げるため、工夫を

凝らした取組が必要で

ある。 

実質公債費率 9.1% 12.2% 10% 

一般会計元利償還金

の増加や標準財政規

模の増加により、実質

公債費比率は増加傾

向にある。 

市税収入率 97.61% 98.31% 97.80% 

市税収入率は増加傾

向にあり、目標値を上

回っている。 

積極的な滞納処分が市

税 収入 率 に つな がっ

た。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

5-5-(1) 絶え間ない行財政改革の推進 

5-5-(2) 効率的な行政運営の推進 

5-5-(3) 健全な財政運営の推進 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 

 

 

  

評価 戦略施策として重点的に再設計（目指す成果が得られるように戦略施策として再構築） 
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５-６ 時代の変化に対応できる人材の育成と組織体制の構築    

成果指標 策定時 2023 実績 
2025 目

標 
進捗について 評価委員会評価 

市 職 員 に 対 す る

市民の信頼度 
72.3% 86.0% 

70%以

上 

市職員に対する市民の

信頼度は策定時から横

ばいであったが、2023

年度実績増加し、目標

値を上回っている。「住

民サービス向上研修」

や 「 窓 口 改 革 実 践 研

修」等の効果があったと

考えられる。 

市民のニーズに応える

ために職員が市民に寄

り添う伴走者としての役

割と、専門知識を持ち

暮らしを支える人材とし

ての役割が、市民の市

職員に対する信頼度や

満足度向上につながっ

ていると考えられる。 

 

 手法の改善度 

継続 改善 

取
組
の
重
要
度 

重
要 

中核施策として安定的に推進 

 

戦略施策として重点的に再設計 

5-6-(1) 中長期的な視点に立った人材育成

の実施 

 

標
準 

基盤業務として効率的に維持 

 

改善対象として段階的に検証 
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５-７ 開かれた議会運営の支援     

成果指

標 

策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

議 会 活

動 に 興

味・関心

がある市

民 の 割

合 

53.5% 29.2% 60% 

議会活動に興味・関心がある市

民の割合は減少傾向にある。地

域別、分野別の市民との意見交

換会を実施、SNS 及び議会だよ

りを活用して積極的な情報発信

を行っているが数値として効果

が表れていない。 

議会活動に興味・関心がある市民の割合

は、2022 年度から 2023 年度にかけて半

減した。原因を究明し、目標達成に向け

た取組が必要である。市民の興味・関心

は、市民の期待する内容であるか、市民

生活を左右する内容であるかなど議題に

も影響されると考える。 

議 会 傍

聴者数 

407

人 

228

人 

450

人 

議会傍聴者数は策定時から減

少傾向にある。新型コロナウイル

ス感染症を考慮して、積極的な

傍聴の呼びかけは行わなかった

ことが影響している。 

 

５-８ 適正な監査事務の促進     

成果指標 
策定

時 

2023

実績 

2025

目標 
進捗について 評価委員会評価 

全 部 局 に 対

す る 定 期 監

査実施率 

100% 100% 100% 

全部局に対する定期

監査実施率は目標を

達成している。 

監査基準に基づく監査等の実施に向けた

支援が適切に行われており、同水準の監査

の継続した実施が望まれる。 

 

 

 

 


